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研究成果の概要（和文）：既存地震ハザード図は、2011年巨大地震直後の短期間以外地震ハザードを過剰評価し
ていた。日本では中小地震で被害が殆どない特質を生かして、激甚災害に絞ったリスク検討のため、適正な地震
ハザードの算出方法を検討した結果、地震の場所と規模、タイプを指定すれば直接地表の震度を推定できる新た
な経験式を用いて震度を推定することと、震度の出現頻度に単純なべき乗分布ではなく、大震度に頭打ちのある
上に凸な分布を用いることが有効であった。今回の成果を、従来のシナリオ固定の被害想定に替わり、リスク要
因を項目毎にマップ上に配置することで動的に激甚災害の被害想定分布が出せる、リスクマップ作成へ展開させ
ていきたい。

研究成果の概要（英文）：The current Japanese earthquake hazard map overestimated earthquake hazards 
than it actually was, except for the short period immediately after the 2011 big earthquake. Since 
Japanese infrastructures are strong enough, we can focus only on the large intensities to estimate 
seismic risk. We examined a new method to estimate appropriate seismic hazards for Japan. It was 
effective to estimate the seismic intensities by a new empirical formula that can estimate the 
seismic intensity on the surface directly from a given distance, size, and the type of an 
earthquake. The distribution function with the upward convex for the seismic intensity frequency was
 also useful. Our result on hazard estimation will be expanded toward a risk map tool, which shows 
the estimated damage on a map from the various risk factors located on the map, instead of a single 
estimation for only one scenario for a certain source.
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１．研究開始当初の背景 
東北地方太平洋沖地震が発生するまでは、

日本における防災対策等では、再来間隔が数
百年以上の地震災害は考慮対象外とされて
いた。日本は歴史地震の研究が進展している
ので、過去 400 年間のデータを参照できる利
点がある。歴史地震と地震統計、特に分布の
裾に着目して中小地震と激甚災害とを区分
した地震リスクの検討が有効と予想された。 
 
２．研究の目的 
 世界の地震の 1割以上が周辺に発生する日
本では、地震リスクはどこであってもゼロに
はならず、リスクを選び取って生活せざるを
得ない。合理的にリスクを取るためには、地
球物理学的にも統計学的にも現在の知見を
生かした定量的リスク算出が必要である。一
方日本では地震リスクが高いので、インフラ
等が諸外国とは異なって中小地震に対して
非常に強い。従って、激甚災害になりうる、
超低頻度の地震ハザードに限った地震リス
クの定量的表現を確立するために、新しい試
みを行う。 
 
３．研究の方法 
 まず現在の全国の地震ハザードの現状を
検証するため、2005 年版全国地震動予測地図
をその後 10 年間の実データを用いて検証す
る。検証の結果から、リスク算出の根幹であ
るハザードの算出方法の改善方法を検討す
る。また、歴史地震の研究成果を生かして、
最近 400年間のデータに基づくハザードの頻
度分布の関数を検討する。関数系が求まれば、
ETAS モデルに接合した形で、激甚災害に限っ
た危険度関数を試作して、地域を限ったリス
クを分布図として可視化できる道筋を開発
する。 
 
４．研究成果 
 既存の全国地震動予測地図を 2005 年版と
2005-2014 年 10 年間の実データとして、震度
5.5 以上の出現回数や出現地域に関して、簡
単な検証を実施した。その結果、予測地図の
ハザードは大震度が同じ場所に複数回あっ
た空間的重複を度外視した検定ですら、2011
年以前は圧倒的に過剰確率設定である一方、
2011 年直後は過小評価という結果が得られ
た。また、空間的には、2011 年前後共に外れ
具合が著しい。これは、南海トラフの巨大地
震の発生確率を他とは違う手法で高く設定
している影響と考えられる。 

また、1585 年～1884 年までの 300 年間の
データを用いると、北海道の大半を除いた領
域ではあるが、激甚地震振動を伴う地震は近
世には 10 年に 1 回の発生率である。1885 年
以降では、2010 年までは、発生率は近世と大
差ない。一方、2011 年東北地方太平洋沖地震
直後 1ヶ月は誘発された地震により 4倍の発
生率であったが、その後は地震数としてはま
だ多いものの、振動が激甚になるレベルでは

ない。これは、震度の頻度分布が小震度では
欠落があり、中震度ではべき乗であるが、高
震度になるとべき乗から外れて上に凸にな
る（図 1）現実を反映せず、べき乗分布を前 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1．1885-1997/3 の震度階級観測頻度と
1997/3-2017/5 の計測震度観測頻度およびそ
の累積（どちらも震度 4以上） 

 
提として、震度推定を行っている影響が無視
できない。中小地震と区分して高震度だけの
出現頻度を例えば 
 

log n(I)=a-0.2I+3log(7.25-I)    (1) 
I:計測震度 
 

の様な頭打ちのある分布としてハザードを
計算すれば、この点を改善できることが判っ
た。 
 

図 2.1585 年以降 2016 年 3月までに震度 5以
上の被害や観測値がある地点の分布図 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 3. 図 2 の地点の内、1585 年～1884 年ま
での震度の頻度分布 

 
図 2 には、歴史地震でまだ解析未了である

が確実に大震度地点情報があると予想され
る 3地震、および震度階級による報告地点が
まばらであるため、出現した大震度地点情報
が統計から漏れている 1996 年 3 月までの少
なくとも十数以上の領域が欠落している。し
かし、現時点で 1585 年以降震度 5 以上があ
ったことが判明している最善の地点分布で
ある。1884 年以前に関しては、図 3に示した
通り、震度 5未満は記録が限られており、殆
ど情報が不足していることが判る。一方、震
度 7は限られた地震に対してのみ推定された
狭い領域内の同じ地震に関する多数の地点
が含まれているが、それを越えて出現頻度が
中震度と大きく異なることが判る。式(1)の
ような分布を用いることが妥当であること
がこれによって担保された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4．各種リスク要因の分布レイヤー例 
 
 また、従来のハザードマップでは地表の震
度推定に、工学的基盤における最大速度振幅
という、設計工学等に通常用いられる値に対
する既存の経験式をまず用いて、これに地盤
の影響等を加えて地表の震度に換算する手
順が用いられている。これは複数回推定誤差
が混じり込む手法である。特に最大速度振幅
と震度との関係式はそもそも誤差が大きい。
さらに、本来、震度は 7以下と上限がある量
であるにも関わらず、推定された震度の誤差
として、震度値によらず一律に同分散の正規
分布を仮定して超過確率計算を行うため、ハ
ザードに変換された時点で、大震度ほどさら
に誤差幅を拡大していることになる。 

我々はこの問題を解決するため、まず別の
研究プログラムの機会を捉えて、地震の場所
と規模を決めれば、日本各地の地表の震度を
直接推定できる経験式を日本全国の最近 20
年間の観測データから開発した（Tanaka et 
al., 2017）。この経験式を用いて、まずハザ
ードである震度を想定地震の規模、場所、タ
イプから直接推定することにした。これに、
事業所データなど既存の地域の統計的な情
報を用いて、適宜場所毎の出火率等のリスク
要因を設定して(図 4)、これに各地点の予測
震度を重ね合わせれば、地図上である条件下
の地震リスクの分布図が作成できる仕組み
になる。また、ある程度の幅を持たせた震源
設定や、リスク要因設定の分布の平均をとれ
ば、従来のシナリオ固定で 1サンプルだけが
示される地震被害想定とは異なった、リスク
を取る判断に参考となるリスク情報を、本来
の確率的価値を持つマップとして提供可能
となる。 
 本研究の期間内には、ハザード分布図の新
しい作成方式を開発する道筋まで到達でき
た。また、それをリスクに変換する際に、試
行に使える実際の統計データの整備を行っ
た。今後は本課題で構築された研究資材と成
果を生かして、新しい方式のリスクマップツ
ールの実装実験へと進みたい。 
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